
制
度
ス
タ
ー
ト
の
き
っ
か
け
は

退
職
給
付
会
計
の
導
入

�
制
度
創
設
か
ら
改
正
ま
で
の
経
緯

確
定
拠
出
年
金
制
度
（
以
下
「
Ｄ

Ｃ
」）
は
、
２
０
０
１
年
１０
月
に
ス
タ

ー
ト
し
た
私
的
年
金
制
度
で
、
企
業
年

金
の
進
化
形
態
で
あ
る
「
企
業
型
Ｄ

Ｃ
」
と
、
企
業
年
金
の
な
い
零
細
企
業

の
従
業
員
や
個
人
事
業
主
用
の
「
個
人

型
Ｄ
Ｃ
」
が
あ
る
。

Ｄ
Ｃ
の
よ
う
な
私
的
年
金
は
、
急
速

な
少
子
高
齢
化
の
進
展
に
よ
り
、
国
民

の
老
後
を
支
え
き
れ
な
く
な
っ
た
公
的

年
金
の
補
完
が
目
的
だ
。

た
だ
、
日
本
の
Ｄ
Ｃ
の
場
合
は
、
２

０
０
０
年
に
退
職
給
付
会
計
が
導
入
さ

れ
た
こ
と
が
、
制
度
ス
タ
ー
ト
の
き
っ

か
け
と
な
っ
た
。
支
給
額
を
企
業
が
保

証
す
る
タ
イ
プ
の
確
定
給
付
型
企
業
年

金
の
財
務
を
毀
損
す
る
リ
ス
ク
が
高
く

な
り
、
こ
れ
を
嫌
う
大
企
業
・
財
界
が

導
入
に
意
欲
的
だ
っ
た
。

制
度
が
創
設
さ
れ
た
と
き
の
Ｄ
Ｃ
の

特
徴
は
以
下
の
よ
う
な
も
の
だ
。

・
掛
け
金
は
企
業
型
Ｄ
Ｃ
は
企
業
が
負

担
、
個
人
型
Ｄ
Ｃ
は
個
人
が
負
担
（
※

そ
の
後
、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
は
従
業
員
拠
出

が
認
め
ら
れ
る
）

・
資
産
運
用
は
加
入
者
（
個
人
）
が
自

己
責
任
で
行
う

・
転
職
時
は
年
金
資
産
を
転
職
先
の
Ｄ

Ｃ
制
度
か
個
人
型
Ｄ
Ｃ
に
移
し
、
運
用

を
続
け
ら
れ
る

・
年
金
資
産
を
受
給
で
き
る
の
は
原
則

６０
歳
以
降

Ｄ
Ｃ
業
務
を
受
託
す
る
「
運
営
管
理

業
務
」
は
、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
で
は
受
託
先

企
業
、
個
人
型
Ｄ
Ｃ
で
は
国
民
年
金
基

金
連
合
会
に
対
し
て
、
運
用
商
品
の
ラ

イ
ン
ナ
ッ
プ
な
ど
を
含
む
制
度
内
容
を

提
示
す
る
業
務
だ
。
運
営
管
理
機
関
と

し
て
厚
生
労
働
省
に
登
録
す
る
必
要
が

あ
り
、
ウ
ェ
ブ
や
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
、

投
資
教
育
を
通
し
て
資
産
形
成
の
サ
ポ

ー
ト
も
行
う
（
図
表
１
）。
運
営
管
理

機
関
の
メ
リ
ッ
ト
は
提
供
す
る
運
用
商

品
か
ら
上
が
る
収
益
が
大
半
と
な
る
。

信
託
銀
行
、
生
保
会
社
、
メ
ガ
バ
ン

ク
の
ほ
か
、
地
域
金
融
機
関
も
運
営
管

理
機
関
と
し
て
業
務
を
行
い
、
当
初
は

企
業
型
Ｄ
Ｃ
を
中
心
に
順
調
に
加
入
企

業
数
、
加
入
者
数
が
増
加
し
た
。

Ｄ
Ｃ
制
度
の
創
設
以
来

最
大
の
改
正
が
行
わ
れ
る

Ｄ
Ｃ
制
度
に
お
い
て
は
、
定
期
預
金

や
保
険
商
品
な
ど
の
元
本
確
保
型
商

品
、
投
資
信
託
な
ど
１０
本
以
上
の
商
品

が
あ
ら
か
じ
め
用
意
さ
れ
て
お
り
、
加

入
者
が
運
用
商
品
と
分
散
割
合
を
決
め

て
掛
け
金
を
運
用
し
て
い
く
。

公
的
年
金
並
み
の
運
用
成
績
（
過
去

１４
年
間
で
３
％
程
度
）
を
達
成
す
る
に

は
、
あ
る
程
度
は
株
式
や
債
券
に
資
産

を
振
り
向
け
る
必
要
が
あ
る
の
だ
が
、

当
初
は
全
Ｄ
Ｃ
資
産
の
７
割
以
上
、
現

在
で
も
６
割
程
度
が
定
期
預
金
等
の
元

本
確
保
型
商
品
で
運
用
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
点
、
加
入
者
サ
ポ
ー
ト
が
十
分

機
能
し
て
い
な
か
っ
た
と
い
え
る
。

企
業
型
を
中
心
に
順
調
に
加
入
者
数

が
伸
び
て
い
た
Ｄ
Ｃ
制
度
だ
が
、
２
０

１
０
年
に
廃
止
さ
れ
た
税
制
適
格
退
職

年
金
の
受
け
皿
と
し
て
当
初
期
待
さ
れ

た
ほ
ど
の
資
産
の
伸
び
は
な
か
っ
た
。

同
じ
時
期
に
新
し
い
確
定
給
付
型
年

金
制
度
と
し
て
制
定
さ
れ
た
確
定
給
付

企
業
年
金
（
以
後
「
Ｄ
Ｂ
」）
と
比
較

す
る
と
、
こ
こ
数
年
の
Ｄ
Ｃ
の
加
入
者

の
伸
び
は
著
し
く
（
図
表
２
）、
現
時

点
で
企
業
型
Ｄ
Ｃ
加
入
者
は
約
５
３
０

万
人
、
個
人
型
Ｄ
Ｃ
加
入
者
は
２３
万
人

（
２
０
１
５
年
８
月
末
速
報
値
）
と
な

っ
て
い
る
。

Ｄ
Ｃ
制
度
は
「
究
極
の
節
税
制
度
」

と
も
い
わ
れ
る
が
、
そ
れ
だ
け
に
相
応

の
法
令
上
の
厳
し
い
制
限
、
煩
雑
な
確

認
書
類
が
あ
り
、
加
入
者
、
加
入
希
望

者
に
と
っ
て
、「
利
用
し
づ
ら
く
・
分

か
り
に
く
い
制
度
」
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
制
度
導
入
か
ら
１０
年
以
上
経

過
し
、
実
態
と
の
ず
れ
も
目
立
っ
て
き

た
。
こ
う
し
た
現
状
を
整
理
す
べ
く
、

ラ
イ
フ
コ
ー
ス
の
多
様
化
、
厚
生
年
金

基
金
制
度
の
見
直
し
な
ど
を
主
眼
に
、

企
業
年
金
の
あ
る
べ
き
姿
に
つ
い
て
の

議
論
が
社
会
保
障
審
議
会
企
業
年
金
部

会
で
な
さ
れ
た
。

そ
の
結
果
、
通
常
国
会
に
提
出
さ
れ

た
確
定
拠
出
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案
（
以
下
「
Ｄ
Ｃ
改
正
法

案
」）
は
、
会
期
内
に
成
立
し
な
か
っ

た
も
の
の
、
与
野
党
で
意
見
の
相
違
は

な
く
、
年
明
け
の
次
期
通
常
国
会
で
成

立
す
る
見
通
し
だ
。
こ
れ
は
制
度
創
設

以
来
、
最
大
の
改
正
と
い
わ
れ
る
。

画企別特

「
究
極
の
節
税
制
度
」
と
い
わ
れ
る
確
定
拠
出
年
金
制
度
だ
が
、
当
初

期
待
さ
れ
た
ほ
ど
の
普
及
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
本
稿
で
は
、
年
明
け

に
成
立
が
見
込
ま
れ
る
Ｄ
Ｃ
改
正
法
案
の
ポ
イ
ン
ト
を
見
て
い
く
。

図表１ DC制度の仕組み

＊資産管理機関（DC資産を預かる機関）は省略

図表２ 企業年金加入者の推移

（出所）DB：生命保険協会・信託協会・JA共済連「企業年金の受託概況」、
DC：厚生労働省

加加
入入
対対
象象
者者
がが
大大
幅幅
にに
拡拡
大大
！！

確確
定定
拠拠
出出
年年
金金
はは
ここ
うう
変変
わわ
るる

●●
転転
職職
等等
でで
職職
業業
・・
属属
性性
がが
変変
わわ
っっ
てて
もも
資資
産産
運運
用用
のの
継継
続続
がが
スス
ムム
ーー
ズズ
にに

森
本

泰
生
１１
級級
ＤＤ
ＣＣ
ププ
ララ
ンン
ナナ
ーー
（（
企企
業業
年年
金金
総総
合合
ププ
ララ
ンン
ナナ
ーー
））
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